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•都道府県センターを中心にした県単位の活動チーム（呼称：チーム・○○県）作り

•全国組織を持つ賛同団体の本部から、都道府県の関係団体に対し、各地域の活動推進委員会への参画を依頼
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活動推進センター

社団法人日本商工会議所（全国523ヶ所）

社団法人日本青年会議所

◎活動推進委員会結成および運用のための協力体制

①上位組織からのトップダウン
②地域内でのコーディネーション

2層からのアプローチ

活動推進委員会を結成するため、上位組織からのトップダウ
ンに加え、地域での顔をつき合わせたアプローチが必須

｝

都道府県庁

地域ＴＶ・ラジオ局

地域新聞社
他
省
庁

政
府

チーム・マイナス６％
実施本部

チーム・マイナス６％ブロック担当

地方環境事務所

7.3. 「団体との更なる連携」：都道府県センターを中心にした県単位の活動チーム作り
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◎チーム・○○県による温暖化防止活動の協力体制

①トップダウンアプローチが有効な企業・団体
②顔をつき合わせたネットワーキングが必要な地縁組織、ＮＰＯ・ＮＧＯなど

2つのアプローチ｝
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7.4. 「団体との更なる連携」：地域における県単位活動チームへの巻き込み
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537.5.「団体との更なる連携」：実践活動における地域単位の運営体制のサポート

国民運動・２年後の「自立」を念頭に、地域単位の体制を整備する（活動推進委員会設置による県単位チームづくり）
県単位チームによる活動を広報中心に支援するTM6ブロック担当を設置

ＴＭ6実施本部

TM6ブロック担当

チーム・○○県 活動推進委員会

（都道府県ｾﾝﾀｰなど）
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イベントマニュアル

提供

各県単位ﾁｰﾑの
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（ワークショップ）



8.「効果測定の実施」について
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558.1.「効果測定」： 基本方針

本年度の調査フレームの継続と
対前年比較による分析の深堀り

基本的には本年度の調査フレームを継
続し、一般個人調査／一般企業・団体
調査／チーム登録個人調査／チーム登
録企業・団体調査の計４種の調査につ
いて、対前年比視点で調査結果の分析
を深め、削減量算出を徹底していく。

速報性の高いサブシステム構築と
調査結果のフィードバック

本年度の４調査に加えて、リアルな実践
状況が掴め速報性の高い携帯電話調
査をサブシステムとして採用。WEBパート
でのQRコードツール等を通じてチーム員を
獲得する際に簡易調査を実施し、調査
結果をサイトに反映させるほか、携帯電
話自体にもフィードバックできる仕組みをｌ
構築する。

調査結果の戦略的にリリースと
外部調査とのタイミング同期による
進捗状況の効果的なフィードバック

本年度の外部調査の内容や発表時期
を参考に、左記調査結果を戦略的にリ
リースし、パブリシティー露出を増やす。本
年度以上に、削減の進捗状況のフィード
バックの接点と発信回数を増やし、運動
参加のモティベーション向上に活用する。

平成17年度の調査フレームの継続に加え
速報性を高めたサブシステム構築と

調査結果を活用した運動盛り上げの実施

具体的には？


